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    与党提出の改憲手続法改正案採決と衆参憲法審査会の 

  開催に、断固反対する法律家団体の緊急声明 
 

 はじめに 

 
自由民主党や日本維新の会などは、継続審議となっている「日本国憲法の改正手続きに関

する法律」（以下「改憲手続法」という。）改正案の今国会成立を狙い、衆議院憲法審査会で

の審議・採決を強行する構えを崩していない。自民党は夏の参議院選の公約に自衛隊明記の

９条改憲案など４項目の改憲案を列記し「早期の憲法改正を目指す」こと、継続審議となっ

ている改憲手続法の早期成立を目指すことを明記する調整を進めていると報道されている。 
改憲問題対策法律家６団体連絡会は、自民党4項目改憲案に強く反対し、改憲手続法改正

案の採決と現時点の衆参両院の憲法審査会の開催に断固として反対するものである。 
 

１ 安倍自民党による改憲発議を許してはならない 

―自民党９条改憲案は９条２項を空文化させて海外での戦争を可能にする 

   

自民党 9 条改憲案は、「前条の規定は、わが国の平和と独立を守り、国及び国民の安全を

保つために必要な自衛の措置をとることを妨げず、そのための実力組織として、法律の定め

るところにより、内閣の首長たる内閣総理大臣を最高の指揮監督者とする自衛隊を保持する。

…」とするもので、明らかに憲法9条 2項の空文化を狙うものである。「必要な自衛の措置」

の名目でフルスペックの集団的自衛権の行使が憲法上可能となり、憲法の平和主義の原理を

葬り、アメリカ軍の指揮の下で何時でもどこでも海外で戦争ができる国へ転換を図るもので

ある。これらの本質を隠し、「自衛隊の任務・権限は変わらない」などと国民を欺き、安倍

首相の主導のもと数の力で9条の改憲発議を行う暴挙を許してはならない。 

また、自民党の緊急事態条項に関する改憲案は、軍事的な緊急事態における内閣の権限拡

大と人権の大幅な制限に利用される危険性がある。大地震などの自然災害に対応するためで

あれば、すでに災害対策基本法や大規模地震対策特別措置法などによって規定されており、

緊急事態条項に関する改憲の必要性はない。 

 合区解消の改憲案は、憲法の基本原理である国民主権や普遍的価値を有する平等原則を著

しく損なうものである。合区にかかわる問題の解消は、議員の総定数の見直しや選挙制度の

抜本的な改革など法律改正で実現できるのであり、改憲は必要ない。 

自民党の教育に関する改憲案は、教育が「国の未来を切り拓く上で極めて重要な役割を担



う」として教育への国家介入を正当化する危険がある。教育の充実は、国会と内閣がその気

になれば、法律や予算措置で可能であり、改憲は必要ない。 

 以上のとおり、自民党の 4 項目改憲案は、いずれも改憲の必要性・合理性を欠くうえに、

日本国憲法の基本原理である平和主義、国民主権、基本的人権の尊重を破壊するものであり、

安倍自民党による改憲発議を断じて許してはならない。 

 

２ 国民不在のまま、安倍自民党改憲のための憲法審査会を開催してはならない 

 
安倍首相は、内閣総理大臣の資格に基づいて憲法改正を推進する主張を繰り返している。

「憲法尊重擁護義務」（憲法９９条）を負う首相や国会議員が改憲を主導することは憲法に

違反する。憲法改正は、国民の中から憲法改正を求める意見が大きく発せられ、世論が成熟

した場合に限り行われるべきものである。今、国民の中で改憲を望むのは少数であり世論は

全く熟していない。 
憲法によって公権力を制約し、国民の権利・自由を保障するのが立憲主義である。憲法に 

拘束される権力の側が、国民を差し置いて憲法改正を声高に叫び、発議に向けた憲法審査会

の開催を「ワイルド」に野党に迫るようなときは、憲法審査会が安倍自民党 4 項目改憲のた

めに悪用されることを十分に警戒しなければならない。立憲主義を守るために憲法審査会を

開催してはならない。 
また、安倍首相は２０２０年に新しい憲法を施行すると明言して改憲ありきの立場であり、

これまでの政府与党の政治手法に鑑みれば、現時点で憲法審査会を開催した場合、事実に基

づく慎重な議論が行われることは期待できず、強引な議論で多数派の要望のみが実現される

危険性が極めて高い。憲法審査会の伝統たる「熟議による合意形成」を尊重するのであれば、

事実に基づく議論が期待できない現在の政治状況において、憲法審査会を開催すべきではな

い。 
 
３ 改憲手続法改正案は重大な欠陥があり、このまま成立させてはならない 

 

継続審議となっている与党提出の改憲手続法改正案は、名簿の閲覧、在外名簿の登録、共

通投票所、期日前投票、洋上投票、繰り延べ投票、投票所への同伴の７項目で、２０１６年

に成立した公職選挙法改正の内容にそろえて国民「投票環境を向上させる」ためなどと与党

は説明する。しかし、投票環境の後退を招くもの（期日前投票時間の短縮、繰り延べ投票期

日の告示期限の短縮）も含まれていたり、郵便投票の対象の拡大については見送りとされて

いる。何より、テレビ・ラジオの有料広告規制が、投票前 2 週間の投票運動のみに限定され

ていて、「国民投票を金で買う」危険性が考慮されていない本質的な欠陥があるほか、公務

員・教育者に対する規制の問題、最低投票率の問題が全く解決されていない重大な欠陥のあ

る法案である。 
２００７年５月の成立時において参議院で１８項目の附帯決議、２０１４年６月の一部改

正の際にも衆議院憲法審査会で７項目、参議院憲法審査会で２０項目もの改善を約束した附

帯決議がなされているほか、日本弁護士連合会をはじめとする法律家・法律家団体からも早

急な見直しが求められている。このように重大な欠陥のある法案を急ぎ成立させる理由は全

くない。それは、安倍首相が目指す臨時国会での改憲 4項目発議の環境を整えるものでしか

ない。 
 

以上 


